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ケイパビリティ・アプローチを動学的に展開した研究は、 D'Agata (2007) によって初めて試






られるように拡張を行った。第二に、 D'Agata のモデルは、 2 人経済であるのに対して、分配的




















achievement) と「福祉の自由J (well-being freedom) という二つの側面から評価する。個人を






















イパビリティの「適応動学 Cadaptive dynamics) J を導入する。ケイパビリティの「適応動学」
という構想はA.ダガタ CAntonio D' Agata) によって提唱されたものであるが、本研究では、ダ
ガタのモデルをさらに発展させる。すなわち財を定数から政策変数へ変更し、人数も 2 人から n
人へと一般化し、さらに福祉を「達成」という側面だけではなく、「達成」と「自由」という 2 面
から考察する。第町章では、一定の仮定の下で、適応動学のプロセスにおいて、 n 人の「福祉の自
由」の極限を正確に一致させるような財の分配が存在することを命題として証明する。またその系
として「福祉の達成」の極限を平等にする財分配の存在も証明される。こうして、動学的プロセス
のもとでケイパビリティ・アプローチを分配的正義の理論として応用することが可能であることが
事実上示される。第V章では、数値例によって、財の増加に伴い、福祉の「自由」は増加するが
「達成」は減少する事態が起こりうることを論証する。こうして福祉を両側面で考察することの意
味が事実上示される。第百章ではまとめとして、財の増加に伴う福祉の「自由」と「達成」の相互
逆行について、その実際例が紹介されるとともに、今後の研究課題について展望が述べられる。
経 4
本研究は、動学的プロセスにおけるケイパビリティの平等の存在証明を行うという点において学
界への新たな重要な貢献を含んで-いる。また動学的プロセスにおける福祉の「自由」と「達成」の
相互逆行可能性を例示するという点も興味深い。ところで、筆者自身が指摘しているように、本研
究におけるケイパビリティ・アプローチの正当化が、比較対象や評価基準が選別的であり、その意
味で一般性に欠けるが、予備的考察としては十分意味のあるものであるO また一部証明に不明確さ
が残るが、命題自体は頑健であり、論理展開を阻害するものではない。以上の理由により本審査会
は、本論文が博士(経済学)の学位を授与するに値するものと判断する。
経 5
